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＜要旨＞ 

 

1. インド経済は緩やかな拡大を続けている。2022 年に入り、資源高などが景気拡大の

重石になったとみられるが、年央以降、インフレ圧力の緩和やマインドの改善など

もあり、持ち直しの動きがうかがわれる。2023 年度にかけて、実質 GDP成長率は、

内需を中心に前年比＋6％～＋7％と相対的に高めの成長が見込まれているが、物価

高および利上げの影響などによる下振れリスクには引き続き留意が必要である。 

2. 長い目で見れば、2023 年に総人口が中国を上回り 2050 年近くまで生産年齢人口の

増加が続くなど良好な人口動態を支えに、内需の拡大を起点とする成長が見込まれ

る。モディ政権は、「自立したインド」などをスローガンに掲げ、国内製造業の振興

やインフラ整備に取り組んでいる。ただし、人口ボーナスを最大限活用するために

は、インフラ整備に加えて、「改正労働法」の着実な施行といった構造改革の推進を

通じた雇用創出と産業競争力強化の好循環の実現が鍵となる。 

3. コロナ禍で財政ポジションは大幅に悪化したが、足元では、財政健全化および中長

期的な成長性引き上げに軸足がシフトしつつある。コロナ禍で一時低下したモディ

政権に対する支持率は、足元にかけて持ち直しがみられ、野党に対する優位性を保

っているものの、2024年に総選挙を控え、経済・財政改革は慎重に進めざるを得な

いとみられる。景気下振れによる利払い負担の増大などには留意する必要はあるも

のの、財政赤字の多くは国内での債券発行などにより賄われており、ファイナンス

リスクは小さいと考えられる。 

4. 外交面では、国益を重視する観点から、非同盟主義・多極化外交を展開している。

近年は、日米豪印 4 ヵ国（QUAD）など利害を共有する国・地域との間で二国間・

多国間の連携を強化しつつも、冷戦期以来の伝統的友好国であるロシアとの間では、

ウクライナ危機以降も経済・軍事・エネルギーなど多方面での協力関係を維持して

いる。こうした対応に対して、米国をはじめとする欧米諸国は不満を表明しつつも、

インドの戦略的重要性に鑑み、関係悪化は回避している。 

5. 2023 年の G20 議長国就任に際しては、ウクライナ危機、エネルギー・食糧安全保

障、インフレ、金融市場の不安定化といった様々なグローバルな課題に直面する中、

多国間の議論を牽引し、具体的な協力に結び付けられるかが注目される。 
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 2022年に入り、資源高や米国連邦準備制度理事会（FRB）の大幅な利上げに伴い新興

国にとっての逆風が強まっている。インドでは、石油の輸入依存度が高く、経常赤字や

財政赤字拡大への懸念なども通貨安を通じてインフレ圧力につながり易い。他方、ウク

ライナ危機以降、冷戦期以来の伝統的友好国であるロシアとの間では、軍事・エネルギ

ーなど多方面での協力関係を維持しており、日米豪印 4ヵ国（QUAD）など利害を共有

する国・地域との間の連携への影響も懸念されている。 

本稿では、インドにおける経済状況と当面の見通し、中長期的な成長に向けた課題を

整理したうえで、2024 年に総選挙を控えた内政と構造改革の行方、ウクライナ危機後

の外交政策の動向と今後の方向性などについても考察したい。 

 

1. 経済情勢と今後の見通し 

（1）経済概況 

インドにおける新型コロナウイルスの 1日当たり新規感染者数は、2021年末から 2022

年 1 月にかけて約 35 万人まで増加した後減少に転じ、6 月以降の第 4 波はピーク時で

も 2万人程度、足元は 1,000 人を下回るなど総じて落ち着きがみられる（第 1図）。 

こうした中、インド経済は緩やかな拡大を続けている。実質 GDP 成長率は、コロナ

禍での厳格なロックダウンの影響が響いた 2020年度（2020 年 4月～2021 年 3 月）の前

年比▲6.6％から、2021 年度には同＋8.7％へ回復、2022 年 4-6月期の同＋13.5％に続き、

7-9月期も内需を中心に同＋6.3％と堅調を維持した（第 2図）。コロナ禍前の 2019 年 7-

9 月期との比較では＋7.6％と前期（同＋3.8％）から伸びを高めており、経済の正常化が

うかがわれる。 

 

第 1図：新型コロナウイルス感染者数の推移 第 2図：実質 GDP成長率（需要項目別）の推移 

  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2
0
/3

2
0
/6

2
0
/9

2
0
/1

2

2
1
/3

2
1
/6

2
1
/9

2
1
/1

2

2
2
/3

2
2
/6

2
2
/9

新規感染者数〈右目盛〉

累積感染者数

死亡者

（万人） （万人）

（年/月）
（資料）WHO統計より国際通貨研究所作成

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

18 19 20 21 22 23

在庫+統計誤差

純輸出

総固定資本形成

政府消費

民間消費

実質GDP

（前年比、％）

（年）

（資料）インド中央統計局統計より国際通貨研究所作成

実質GDP

（RBI予測、

2022年12月

時点）



 4 

鉱工業生産指数や設備稼働率は年初をピークに年央にかけて低下するなど（第 3図）、

資源高などが景気拡大の重石になったとみられるが、祭事シーズン（10 月～12 月）に

向けて持ち直しを模索する動きがうかがわれる。消費者マインドの回復基調が続いてお

り、10 月の国内乗用車販売台数（出荷ベース）は約 29万台と 4年ぶりの高水準となっ

ている（第 4図）。企業の景況感を示す PMIも製造業・サービス業ともに景気判断の基

準となる 50超の水準を維持している。 

 

第 3図：製造業生産指数と設備稼働率の推移 第 4図：乗用車販売台数と消費者マインドの推移 

  

 

（2）国際収支 

経常収支は、貿易赤字を主因に赤字基調が続いている（第 5図、第 7図）。2020年度

は、コロナ禍における内外の経済活動の停滞や原油安等を背景に貿易赤字が縮小し、経

常収支は 240億ドル（GDP 比 0.9％）の黒字となったが、2021 年度は、経済活動の回復

に加えて、原油高やルピー安などに伴う輸入額の増加を背景に貿易赤字が拡大し、▲387

億ドル（同▲1.2％）の赤字に転じた。足元にかけて貿易赤字が高水準で推移しており、

2022年度の経常赤字は同▲3％程度への拡大が予想されている。なお、原油高が続く中、

国内のインフレ抑制のため、相対的に安価なロシアからの原油の調達が急増しており、

全体に占めるロシアのシェアは、2022年初めの 2％程度から 9月には 25％まで拡大し、

従来、上位を占めていたイラクやサウジアラビア、UAEのほか、近年拡大しつつあった

米国などを上回り、首位に浮上した（第 6図）。 

他方、金融収支は、直接投資および証券投資の流入を背景に黒字基調にある（第 8図）。

2021 年終盤より証券投資の流出が拡大したが、直接投資および在外インド人預金を中

心とする「その他投資」の流入により黒字幅が拡大した。 

20

30

40

50

60

70

80

90

40

60

80

100

120

140

160

180

18 19 20 21 22

鉱工業生産指数〈左目盛〉

コア8産業生産指数〈左目盛〉

製造業設備稼働率〈右目盛〉

（％）（2011年度＝100）

（年）

（注）『コア8産業』』は、石炭、原油、天然ガス、精製品、肥料、鉄鋼、セメント、電力。

鉱工業生産指数の40.27％を占める。

（資料）インド中央統計局、RBI統計より国際通貨研究所作成

40

50

60

70

80

90

100

110

0

5

10

15

20

25

30

35

18 19 20 21 22

国内乗用車販売台数〈左目盛〉

消費者信頼感指数（現状）〈右目盛〉

（万台） （指数）

（年）

（注）『国内乗用車販売台数』は、出荷ベース。

（資料）インド自動車工業会（SIAM）、RBI統計より国際通貨研究所作成



 5 

 

第 5図: 貿易収支の推移 第 6図: 原油輸入に占める主要国シェアの推移 

  

 

第 7図：経常収支の推移 第 8図: 金融収支の推移 

  

 

第 9図：海外投資家の証券投資額の推移 第 10図: 対内直接投資の推移 
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海外投資家の対印証券投資（FPI）は、米金利の上昇や地政学リスクの高まりなどを

背景に、2021 年 10月から 2022年 6月まで流出超が続いたが、7月以降は流出に歯止め

がかかっている（第 9図）。 

対内直接投資（FDI）は堅調を維持しており、2020年は 647億ドルと過去最高を記録、

2021年も 513億ドルと高水準を維持した（第 10図）。業種別では、コンピュータ（主に

ソフトウェア）やサービス（金融等）、自動車などが押し上げに寄与した。 

 

（3）為替相場、物価と金融政策 

インド・ルピーの対ドル相場は、2021年終盤以降、貿易赤字の拡大や米金利の上昇な

どを背景に下落基調を速め、インド準備銀行（RBI、中央銀行）は過度な為替変動を抑

制すべく、利上げや為替介入などの対応を強化した（第 11図、第 12図）。2022 年 10 月

には 1ドル＝82ルピー台の過去最安値を更新したが、足元、米 FRBの利上げペース鈍

化への期待などを背景に、下落に一旦歯止めがかかった格好となっている。なお、実質

実効ベースでは概ね安定した推移が続いている。 

 

第 11図：為替相場の推移 第 12図：RBIの為替介入額の推移 
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料（ガソリン・ディーゼル）に対する中央物品税（CST）の引き下げや相対的に安価な

ロシア産原油の輸入、小麦の輸出一時停止やパーム油などに対する関税率引き下げとい

った様々な措置を通じてインフレ圧力の緩和に努めているほか、複数の州政府も燃料に

対する付加価値税（VAT）引き下げなどの対応を行った。卸売物価ベースでは、5 月の

同＋16.6％をピークに 10 月は同＋8.4％と約 1 年半ぶりの水準まで低下しており、先行

き、インフレ圧力の緩和が期待される。RBI は、先行きのインフレ見通しについて、世

界経済の減速や資源価格の下落、サプライチェーンの正常化などを前提に、2023年 1-3

月期に同＋5.9％、2023年 4-6月期には同＋5.0％への鈍化を予想している。 

RBI は、インフレ期待の抑制および通貨価値安定のため、2022 年 5 月から 9 月にか

けて段階的に政策金利（レポ・レート）を合計 1.9％ポイント（4.0％→5.9％）引き上げ、

12 月にも 0.35％ポイントの追加利上げを実施した。12 月の会合では利上げの実施や決

議文の表現（金融正常化の継続）を巡って意見が分かれたものの、根強いインフレ圧力

や、地政学リスクに伴う原油価格の動向や米ドル高の持続などによる上振れリスクへの

警戒をまだ緩めておらず、2月の会合でも追加利上げの可能性は残る。 

 

第 13図：物価と政策金利の推移 
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より、2020 年度に GDP 比 9.2％と約 20 年ぶりの水準へ拡大した後、2021 年度には同

6.8％へ縮小した（第 14 図）。2022 年度（予算案）は景気回復に伴う税収増や歳出抑制

などにより同 6.4％への改善を見込んでいる。予算配分では、保健・医療分野に加えて、

インフラやデジタル分野の拡充が目立つ。 

財政赤字の多くは債券発行により賄われる。国債（G-Sec および T-Bill）の発行予定

額は、コロナ禍前の約 5兆ルピー前後に対して、2020 年度に約 12兆ルピーへ拡大、2021

年度の約 9兆ルピーに続き、2022 年度も約 11兆ルピーと高水準の発行が予定されてい

る。景気低迷の長期化による利払い負担の増大などには留意する必要はあるものの、イ

ンド国債の保有主体別比率（2022年 6月末時点）では、商業銀行のほか、保険会社や年

金などの国内機関投資家を合わせて約 7割強を占める一方、海外機関投資家は 2％程度

にとどまり（第 15図）、ファイナンスリスクは小さいと考えられる。 

一般政府債務残高は、2019 年度の GDP 比 73.9％（うち連邦政府は同 50.4％）から

2020年度には同 89.8％（同 61.4％）へ上昇した（第 14図）。「2018 年財政責任・予算管

理（改正）法」2では、財政赤字を 2021年 3月までに GDP比 3％以内、一般政府の債務

残高については 2025年 3月までに同 60％（うち連邦政府は同 40％）への抑制を義務付

けているが、同法の免責条項（Section4(2)）では、国家的災害や成長率の大幅な減速（過

去 4四半期の平均値から 3％ポイント以上低下）などの有事における目標超過を容認し

ている。政府は、第 15次財政委員会（Finance Commission: FC）の勧告3に基づき、2025

年度の財政赤字は同 4.0％、一般政府債務残高は同 80％台への縮小を目指している。 

 

第 14図：財政収支・政府債務残高の推移 第 15図：連邦政府債の保有主体比率の推移 

  

 

 
2 GOI [2018] 
3 15th Finance Commission [2021] 
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（5）当面の見通しとリスク 

2022 年度（2022年 4 月～2023年 3月）の実質 GDP 成長率については、物価高およ

び利上げの影響などを踏まえ、当初見通しから下方修正が相次いでいるものの、前年比

＋6％～同＋7％の成長が見込まれている（第 1表）。2023 年にかけて、インフレ圧力の

緩和や消費者マインドの改善に伴う民間消費の拡大、設備稼働率の回復に伴う投資拡大

などが、経済回復の支えになるとみられる。商業銀行の不良債権比率がピーク時の

11.2％（2018 年 3月時点）から 2022年 3月には 5.9％まで低下し、4月以降、銀行貸出

が前年比二桁の伸びが続くなど、金融仲介機能が正常化しつつあることもプラス材料と

言える。なお、インド気象局（IMD）によると、今年の南西モンスーン期（6月～9月）

は、一部の州で雨不足による干ばつがみられたものの、全体として例年を上回る降雨量

（長期平均の 106％）となったほか、北東モンスーン期（10月～12月）については正常

な降雨量（長期平均の 88％〜112％）が見込まれており4、農業生産や物価の安定に寄与

しよう。 

 

第 1表：主要機関によるインド経済の見通し 

 

 

長い目で見れば、2023 年に総人口が中国を上回り 2050 年近くまで生産年齢人口の増

加が続くなど良好な人口動態を支えに国内需要を起点とする成長が見込まれる。加えて、

製造業振興策やインフラ整備の推進（後述）による民間投資の拡大、デジタル技術の活

用などを通じた経済活動の活発化が成長のサポート要因となろう。 

他方、目先の下振れリスクとしては、世界経済の減速のほか、原油をはじめとする資

源価格の高止まり、米金融政策や地政学リスクの変化に伴う国際金融市場の不安定化な

どが挙げられる。もっとも、2022年 6月末の対外債務残高は GDP比 18％（うち短期債

務は 21％）と低水準にあるほか、外貨準備高の水準などに鑑み対外支払い能力を巡る

 
4 https://timesofindia.indiatimes.com/india/monsoon-2022-above-normal-but-agriculture-takes-hit/articleshow/94572

698.cms 

インド準備銀行（2022年9月）
7.0

（7.2）

6.5

（6.3）

IMF（2022年10月）
6.8

（7.4）

6.1

（6.1）

世界銀行（2022年10月）
6.5

（7.5）

7.0

（7.1）

ADB（2022年9月）
7.0

（7.5）

7.2

（8.0）

        2. 下段括弧内は前回見通し。
（資料）RBI、IMF、世界銀行、ADB統計より国際通貨研究所作成

（注）1. 年度は4月～翌年3月。

8.7▲ 6.63.7

2019年度

（実績）

2020年度

（実績）

2021年度

（実績）

2022年度

（見通し）
2023年度

（見通し）

https://timesofindia.indiatimes.com/india/monsoon-2022-above-normal-but-agriculture-takes-hit/articleshow/94572698.cms
https://timesofindia.indiatimes.com/india/monsoon-2022-above-normal-but-agriculture-takes-hit/articleshow/94572698.cms
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懸念は小さい。外貨準備高（除く金）は、RBIの為替介入に加えて、ドル高に伴う他の

主要通貨の評価損などもあり5、2021年 8月時点の 6,030億ドル（輸入比 13 ヵ月分）か

ら約 1,000 億ドル減少したが、2022年 10 月時点で 4,950億ドル（同 8.7ヵ月分）を確保

している6。 

 

（6）成長戦略と構造改革の進捗 

モディ政権は、「自立したインド（Self-reliant India）」をスローガンに掲げ、国内製造

業の振興やインフラ整備を推進している。内外企業の投資を促すことでインドを世界の

魅力的な製造ハブにし、輸入に依存する経済構造からの脱却を目指しており、2022 年

までに GDPにおける製造業のシェアを 25％へ引き上げ、国際競争力を強化するととも

に、製造業で 1億人分の新規雇用創出を目標としている。2020 年以降、「生産連動型優

遇策（PLI）」7や「電子部品・半導体製造促進政策（SPECS）」8、「電子機器製造クラス

ター計画（EMC2.0）」9といった様々なインセンティブを打ち出しており、PLI の対象分

野は、当初の携帯電話・特定電子部品や医療機器・医薬品有効成分などに加えて、先端

化学・セル電池、自動車・自動車部品、太陽光発電モジュール、白物家電などにも拡大

されている。さらに政府は、コロナ禍でのサプライチェーンの混乱を踏まえ、2021年 12

月に半導体およびディスプレイ産業を対象とする総額 7,600 億ルピー（約 95 億ドル）10 

の政策パッケージを打ち出した。工場新設に際して、投資コストの最大 5割を政府が補

助するといったインセンティブなどが盛り込まれており11、実際に現地での投資や生産

を拡大させる動きもみられる。9月には、英国系鉱業・天然資源大手ベダンタ・グルー

プと電子機器受託生産（EMS）世界最大手の鴻海精密工業傘下のフォックスコンとの合

弁会社が、グジャラート州政府との間でインド初の半導体製造工場設立に係る覚書を締

結した。 

 
5 RBI [2022b] 
6   IMF による「必要とされる準備高（ARA：Assessment of Reserve Adequacy Metric）」は、100～150％の保有が適

正とされる。推計式は次の通り。ARA =5%×輸出額+5%×ブロード・マネー+30%×短期対外債務残高+ 15%×その他

対外債務残高（中長期債務等）。2021 年末のインドの ARA Metric は 195％。 
7 「生産連動型優遇策（Production Linked Incentive Scheme: PLI）」は、一定の条件を満たす企業が国内で製造し

た対象製品の売上高増加分に対して、基準年（2019 年度）から 5 年間、4％～6％のインセンティブを供与する。 
8 「電子部品・半導体製造促進政策（SPECS: Scheme for Promotion of manufacturing of Electronic Components 

and Semiconductors）」は、電子部品や半導体に関する工場・機械等の投資の 25％相当を補助金として供与（総額

330 億ルピー）。申請は 2023 年 3 月 31 日まで。申請の承認日から 5 年以内の投資がインセンティブの対象。 
9 「電子機器製造クラスター計画（EMC2.0）」は、「電子製造クラスター（EMC）事業」（電子システム設計や製造の基

本インフラの開発など）と「共用施設センター」（既存 EMC への共通施設の提供など）に分かれ、それぞれ補助金

の対象や上限が異なる（8 年間で総額 370 億ルピー）。 
10 https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1781723 
11 2022 年 2 月までに 5 社が応募（https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1799621）。 

https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1781723
https://pib.gov.in/PressReleaseIframePage.aspx?PRID=1799621
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もっとも、2021年度の GDPにおける製造業の比率は 15％近辺で低迷しており、目標

とする 25％にはまだ大きな開きがある。また、国内産業振興の名のもと、一部の輸入品

に対する関税率の引き上げやインド工業規格（BIS）の対象品目拡大といった非関税措

置の導入に相当する動きもみられ、国際競争力強化の妨げとならないか、注視していく

必要がある。 

インフラ投資については、2022 年度予算案の優先政策12の一つにも掲げられており、

2021 年 8 月にモディ首相が打ち出した大型インフラ投資計画「ガティシャクティ国家

マスタープラン（PM Gati Shakti National Master Plan: NMP）」13における 7分野（道路、

鉄道、空港、港湾、公共交通、水路、物流インフラ）に対して重点的に投資を行う計画

である。財源としては、2019年 12月に策定された「国家インフラストラクチャ―・パ

イプライン（National Infrastructure Pipeline: NIP）」14では、連邦政府（39％）および州政

府（39％）に加えて民間資金（22％）の活用も想定している。2021年 11月には、NMP

の開発計画の実施をモニタリングし実効性を高めるための事務局（Empowered Group of 

Secretaries: EGoS）15が設置された。また、2021 年に開発金融機関として設立されたイン

フラ開発金融銀行（National Bank for Financing Infrastructure and Development: NaBFID）

16は、2022 年度に約 1兆ルピー、今後 3年間で 5兆ルピーの融資目標を設定しているほ

か、NaBFID が 2023 年の発行を目指す長期債に対しては、年金基金や保険会社といっ

た国内機関投資家が高い関心を示しており17、投資拡大の支えとなることが期待される。 

一方、インフラ整備や民間企業の投資加速に向けて、スムーズな土地収用を可能と

する「2013 年土地収用法」の改正は断念し、2020 年 9 月に成立した「改正労働法」は

施行が遅れるなど、構造改革の進捗で課題は多い。規制緩和を通じた農民の所得増加や

農業サプライチェーンの改善を目指して 2020 年 9 月に成立した農業関連 3 法18も、農

民による抗議運動が続く中、2022年春の州議会選挙（後述）を控え、2021 年 11 月、撤

 
12 優先政策は、①大型インフラ投資計画（PM GatiShakti）のほか、②包括的な開発、③生産性向上・投資、新しい

機会の創出、エネルギー・トランジッションおよび気候変動対応、④投資ファイナンスの 4 つ。 
13 “Gati Shakti”は”Speed & Power”の意味。 
14 NIP は、2024 年度までの 5 年間で総額 111 兆ルピー（約 1.5 兆ドル）の投資を行う計画。 
15 EgoS は、鉄道局会長、道路交通省、港湾海運省、民間航空省、石油ガス省、電力省、通信省、石炭省、鉱山

省、化学・石油化学省、鉄鋼省、歳出局、商工省産業国内取引促進局（DPIIT）などの次官級約 20 名で構成

（https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1768636）。 
16 インド政府は NaBFID に対する 2,000 億ルピーの拠出金のほか、500 億ルピーの助成金を交付。 

  https://www.livemint.com/news/india/indias-national-infrastructure-bank-to-commence-loan-disbursements-in-

fy23-11667405120510.html 
17 https://www.livemint.com/news/india/indias-national-infrastructure-bank-to-commence-loan-disbursements-in-

fy23-11667405120510.html 
18 農業関連 3 法は、①「価格保証協定と農業サービス（支援・保護）法」、②「農産物商取引（促進・円滑化）法」、

③「基礎物資改正法」の 3 つ（https://prsindia.org/billtrack/the-farm-laws-repeal-bill-2021）。 

https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1768636
https://www.livemint.com/news/india/indias-national-infrastructure-bank-to-commence-loan-disbursements-in-fy23-11667405120510.html
https://www.livemint.com/news/india/indias-national-infrastructure-bank-to-commence-loan-disbursements-in-fy23-11667405120510.html
https://www.livemint.com/news/india/indias-national-infrastructure-bank-to-commence-loan-disbursements-in-fy23-11667405120510.html
https://www.livemint.com/news/india/indias-national-infrastructure-bank-to-commence-loan-disbursements-in-fy23-11667405120510.html
https://prsindia.org/billtrack/the-farm-laws-repeal-bill-2021
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回に追い込まれた。 

「2013 年土地収用法」については、土地収用に際しての地権者の同意義務や地権者

に対する補償などの土地収用プロセスが明確化されたものの、手厚い補償19が求められ

ることなどから地権者に有利との批判が根強く、地権者等からの反対運動等も起こりや

すいほか、社会的影響調査（SIA）や環境影響調査（EIA）など様々な手続きが加わった

ことにより、従前以上に土地収用に時間を要し、プロジェクトの遅延につながるケース

も少なくないといった問題が指摘されていた。このためモディ政権は、同法の改正を目

指したが20、野党側の反発が根強く、法改正を断念した経緯がある。 

労働法に関しては、従来、連邦政府が制定した 40 超の法律に加え、各州政府が制定

した法令等が存在するほか、従業員 100人以上の事業所については、閉鎖や人員整理に

際して州政府の許可が求められることなどから、企業の雇用拡大を消極化させる要因と

して指摘されてきた。「改正労働法」では、こうした複雑な労働関連法を 4つの法律21へ

集約・簡素化、300 人未満の事業所については州政府の承認を不要とするなど、雇用規

制の柔軟化が図られているが、施行の前提となる各州の制度改革が遅れている。 

 

2. 内政・外交関係 

（1）内政 

モディ首相および与党・インド人民党（BJP）に対する支持率は、新型コロナウイル

ス第 2波の急拡大やワクチン接種の遅れなどを巡る批判などから一時低下したが、足元

にかけて持ち直しがみられる。米Morning Consultの調査22によると、モディ首相の支持

率は、第 2 次モディ政権発足直後（2019 年 8 月）の 80％台から、感染第 2 波が急拡大

した 2021年 5月には一時 63％まで低下したが、感染の収束や景気回復などを受けて足

元は 76％まで回復している。また、India Todayが半年毎に実施している世論調査（2022

年 8月時点）によると、次の首相に相応しい候補としてモディ首相が 53.4％と一桁の水

準で低迷する他の候補23を大きく引き離している。主要政党の下院（全 545 議席）にお

 
19 民間プロジェクトの場合は地権者の 80％、官民連携（PPP）プロジェクトの場合は同 70％の同意が必要となった

（民間開発の場合、従来、個別交渉により事実上 100％の同意が必要）ほか、土地収用に際して、農村地域では市

場価格の 4 倍、都市部では同 2 倍の補償金に加えて、補償金と同額の慰謝料の支払いなどが義務付けられた。 
20 2014 年末に暫定措置として、大統領令により一部の重要な分野については土地収用手続きを簡素化し、その

間に同法の改正を目指した。大統領令は緊急時や国会閉会中に首相の要請に基づき大統領が新法および改正

法を発令すること。次の国会開会から 6 週間以内に法案が成立しない場合などには失効となる。 
21 労働関連 4 法は、①「2019 年賃金法」、②「2020 年労働安全衛生法」、③「2020 年労使関係法」、④「2020 年

社会保障法」。当初、2021 年 4 月の施行が予定されていた。 
22 https://morningconsult.com/form/global-leader-approval/ 
23 他の候補者は野党・国民会議派元総裁の Rahul 氏（9％）、デリー首都圏首相の Kejriwal 氏（7％）。 

https://morningconsult.com/form/global-leader-approval/
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ける予想獲得議席数24は、BJP が 275 議席、与党連合・国民民主連合（NDA）では 286

議席と、野党・国民会議派（INC）の 60 議席、野党連合・統一進歩連合（UPA）の 125

議席に対して依然優位を保っている（第 16図）。もっとも、2014 年のモディ政権発足以

来の経済状況に関する回答では、「変わらず」（31.2％）および「悪化した」（35.5％）が

「改善した」（27.6％）を上回ったほか、「モディ政権の最大の失敗」については、「イン

フレ」や「失業」などが挙げられており、引き続き物価や雇用の問題への対応が課題と

なっている。他方、INCは 2022年 10月、低迷する党勢の立て直しに向けて、労働・雇

用相や鉄道相を務めたマリカルジュン・カルゲ氏（84歳）を新総裁に選出した。「ネー

ル・ガンジー家」以外からの総裁選出は 24 年ぶりとなるが、ガンジー家の影響力がな

お強いとみられる中、独自のリーダーシップを発揮し、党のイメージ刷新と支持率の回

復につなげられるかは未知数である。 

 

第 16図：世論調査における主要政党予想獲得議席数の推移 

 

 

なお、2024 年次期連邦議会総選挙の前哨戦と位置づけられる州議会選挙が今年 2 月

から 3月にかけて 5つの州（ウッタル・プラデーシュ（UP）、パンジャーブ、ウッタラ

ーカンド、ゴア、マニプル）で行われ、BJP が 4州で第 1党となり、3州（UP、ウッタ

ラーカンド、ゴア）で政権を維持した（第 2表）。また、インド最多の人口規模（約 2億

3 千万人、2022 年推定値）を擁する UP州では、BJP が議席数を大きく減らしつつも与

党連合が州議会の過半数を確保し、BJP所属のヨギ・アディティヤナート州首相の続投

が決定した。UP州において州首相が再任されるのは初めてのことである。 

 

 
24 ジャナタ・ダル統一派（JD(U)）の NDA 離脱後の追加調査結果。 
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の追加調査結果。

（資料）India Today などをもとに国際通貨研究所作成
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第 2表：2022年州議会選挙結果概要（2月～3月実施） 

 

 

（2）外交関係 

外交面では、国益を重視する観点から、非同盟主義あるいは多極化外交を特徴として

いる。インドは 1990 年代終盤以降、戦略的に重視する国・地域を対象に「戦略的パー

トナーシップ（SP）」関係を構築、近年は、日米豪印 4 ヵ国（QUAD）など利害を共有

する国・地域との間で二国間・多国間の連携を強化しつつある。一方、国境問題を抱え

る中国との間でも、経済面や多国間協議の分野における共通の利益確保などの観点から、

対中包囲網の形成には慎重な姿勢を維持している。 

冷戦期以来の伝統的友好国であるロシアとの間では、2000年に SPを宣言、2010 年に

「特別で特権的な（special and privileged）戦略的パートナーシップ」関係に引き上げ、

軍事、外交、エネルギーなど多方面で連携を強化してきた。2021 年 4月にロシアとの間

で閣僚級「2 プラス 2」の新設で合意、同年 8 月には両軍による軍事演習を実施した。

2018 年にロシアとの間で契約した地対空ミサイル防衛システム「S400」については、

2021年 11月に納入を開始、来年にかけて全 5基の納入完了が予定されている。ウクラ

イナ危機以降も、国連の安全保障理事会（安保理）や総会などにおけるロシアに対する

非難決議では棄権を続け、欧米諸国を中心とする対露制裁に加わらず、同国との関係を

維持している。前述の外交関係に加えて、国連など多国間の枠組みにおけるインドの核

実験やカシミールなどの問題を巡って、ロシアがインドを擁護する立場をとってきたこ

とへの配慮や、対中牽制なども影響しているとみられる。 

もっとも、必ずしもロシアを擁護しているわけではない点を念頭に置く必要がある。

対露非難決議に際しての投票説明では、国際社会の即時停戦の呼びかけを支持するとと

政党名 議席数 増減 政党名 議席数 増減

BJP＋友党 273 ▲ 49 BJP 47 ▲ 10

SP＋友党 125 74 INC 19 8

INC 2 ▲ 5 BSP 2 2

BSP 1 ▲ 18 その他、無所属 2 -

その他、無所属 2 - BJP 20 20

AAP 92 72 INC 11 11

INC 18 ▲ 59 AAP 2 2

BJP 2 ▲ 1 その他、無所属 7 ▲ 3

SAD 3 ▲ 12 BJP 32 11

BSP 1 1 INC 5 ▲ 23

その他、無所属 1 - その他 23 4

     　 2. 州名下の括弧内は全議席数、『増減』は前回2017年選挙比。

（資料）インド選挙管理委員会、各種報道等より国際通貨研究所作成

ウッタラー
カンド州

（70）

ゴア州
（40）

マニプル州

（60）

（注）1. 政党名（略称）は、インド人民党（BJP）、インド国民会議派（INC）、社会党（SP）、

　　　　 大衆社会党（BSP）、庶民党（AAP）、アカーリー・ダル（SAD）。

パンジャーブ州

（117）

ウッタル
プラデーシュ州

（403）
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もに、国際法、主権、領土保全の尊重を強調25したほか、8 月の国連安保理や 9 月の国

連総会におけるウクライナのゼレンスキー大統領のビデオ演説の可否を巡る採決では

賛成票を投じた。また、9月の上海協力機構（SCO）首脳会議（ウズベキスタン・サマ

ルカンド）に際してモディ首相がプーチン大統領と会談し、「今は戦争の時ではない」

と敵対行為の早期停止終結と、民主主義や外交、対話の重要性をあらためて訴えた。 

インドは、2000 年～2021 年の軍事品輸入の 6 割強をロシアに依存しているものの、近

年は調達先の多角化を模索しており、フランスや米国、イスラエルなどからの調達を拡

大させている（第 17図）。また、インド防衛省は 3月、2028年までに戦略的に重要な防

衛装備品 107品目の輸入禁止と国産化に関する計画を承認した26。リストに掲げられて

いる品目はロシアへの依存度が高いものが多く含まれているとみられる。ただし、対中

牽制に向けた防衛力の維持・強化の必要性などから、ロシア依存の低下ペースは緩やか

にならざるを得ないとみられる。 

 

第 17図：インド武器調達に占める主要国シェアの推移 

 

 

 米国は、インドのロシア製「S400」の導入に加えて、ウクライナ問題を巡る対応、ロ

シア産原油の購入拡大などに対して不満を表明しつつも、同国の戦略的重要性に鑑み、

その立場に理解を示すとともに、関係悪化は回避している。2022 年 2 月にバイデン政

権が公表した「インド太平洋戦略」27における今後 1～2年の間に追求すべき 10 項目の

アクションプランの一つに、インドの持続的な成長と南アジア地域の安定に向けた支

援・協力が挙げられている。ロシア製「S400」の導入を巡っては、「敵対者に対する制

 
25 https://www.pminewyork.gov.in/IndiaatUNGA?id=NDUyNA,, 
26 https://pib.gov.in/PressReleasePage.aspx?PRID=1809109 
27 The White House [2022] 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

ロシア

フランス

米国

その他

（％）

（年）

（資料）SIPRI統計より国際通貨研究所作成
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裁措置法（CAATSA）」の適用を免除すべく、米下院は 2022年 7月、「国防授権法（NDAA）」

の改正案を承認した28。なお米国は、2019 年にトルコが同じロシア製「S400」の配備を

強行したことを受けて、2020 年 12 月、トルコ大統領府国防産業庁（SSB）の武器調達

部門に対して、CAATSAに基づく制裁措置を発動している。 

 

3. おわりに 

インドでは、コロナ禍からの経済活動の正常化に伴い、内需を中心に緩やかな景気拡

大が続いている。目先、物価高および利上げの影響などによる景気下振れの可能性はみ

ておく必要があるものの、長い目で見れば、良好な人口動態などを支えに、内需を起点

とする安定した成長が見込まれる。人口ボーナスを最大限活用するためには、インフラ

整備に加えて、労働市場の柔軟化に向けた「改正労働法」の着実な施行といった構造改

革の推進を通じた雇用創出と産業競争力強化の好循環の実現が鍵となる。また、成長分

野への効率的な資金配分を可能とすべく、コロナ禍で悪化した財政規律の改善も中期的

な課題と言える。内政面では、モディ政権は高い支持率を維持しており、当面その優位

性が揺らぐ可能性は低いとみられるものの、2024年に総選挙を控え、経済・財政改革は

慎重に進めざるを得ないとみられる。 

モディ政権は、近隣諸国や米日豪印 4ヵ国（QUAD）などとの連携を強化するなど外

交関係の多角化を進めつつも、今後も戦略的自立性を維持し、国益の最大化を目指すと

みられる。加えて、2023年の G20 議長国就任（任期は 2022年 12月 1日～2023 年 11月

30 日）に際しては、"Vasudhaiva Kutumbakam"（"One Earth One Family One Future"）をテ

ーマに掲げ29、世界の包括的かつ持続可能な成長に向けた貢献を目指している。ウクラ

イナ危機、エネルギー・食糧安全保障、インフレ、金融市場の不安定化といったグロー

バルな問題に直面する中、気候変動対策、女性のエンパワーメント、デジタル公共イン

フラといった中長期的な課題に対して多国間の議論を牽引し、具体的な協力に結び付け

られるかが注目される。 

 

 

 

 
28 https://indianexpress.com/article/world/us-house-votes-for-india-specific-caatsa-waiver-8030390/ 
29 https://www.g20.in/en/g20-india-2023/logo-theme/ 

https://indianexpress.com/article/world/us-house-votes-for-india-specific-caatsa-waiver-8030390/
https://www.g20.in/en/g20-india-2023/logo-theme/
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